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社会保険労務士・行政書士 

関 島 康 郎 
〒125‐0041 

東京都葛飾区東金町２‐７‐１２ 

電話：０３－３６０９－７６６８ 

FAX ：０３－３６０９－５０１０ 

ＨＰ: http://www.srseki.info 

労働保険 社会保険 労働問題・労務相談 年金（老齢・障害・遺族）相談 助成金 給与計算  第第第第 83838383 号号号号    
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◆法律名変更で「労働者の保護」を明確に法律名変更で「労働者の保護」を明確に法律名変更で「労働者の保護」を明確に法律名変更で「労働者の保護」を明確に 

派遣労働者の保護を目的とする「改正労

働者派遣法」が成立し、４月６日公布され

ました。施行期日は「公布の日から６カ月

以内」とされています。 

法律の正式名称も「労働者派遣事業の適

正な運営の確保及び派遣労働者の就業条就業条就業条就業条

件件件件のののの整備等整備等整備等整備等に関する法律」から「労働者派

遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働

者の保護等保護等保護等保護等に関する法律」に変更されまし

た。また、改正改正改正改正のののの目玉目玉目玉目玉であったであったであったであった登録型派遣登録型派遣登録型派遣登録型派遣

及及及及びびびび製造業務製造業務製造業務製造業務へのへのへのへの派遣派遣派遣派遣のののの禁止規定禁止規定禁止規定禁止規定についについについについ

てはてはてはては、、、、今回今回今回今回のののの法案法案法案法案からからからから削除削除削除削除されされされされていますていますていますています。。。。    

改正法の主な内容は次の通りです。 

 

◆事業規制の強化◆事業規制の強化◆事業規制の強化◆事業規制の強化    

（１）日雇派遣（日々または 30 日以内の

期間を定めて雇用する労働者派遣）の原則

禁止（適正な雇用管理に支障を及ぼすおそ

れがないと認められる業務の場合、雇用機

会の確保が特に困難な場合等は例外） 

（２）グループ企業内派遣の８割規制、離

職した労働者を離職後１年以内に派遣労

働者として受け入れることを禁止 

 

◆派遣労働者の無期雇用化や待遇の改善◆派遣労働者の無期雇用化や待遇の改善◆派遣労働者の無期雇用化や待遇の改善◆派遣労働者の無期雇用化や待遇の改善    

（１）派遣元事業主に、一定の有期雇用の

派遣労働者につき、無期雇用への転換推進

措置を努力義務化 

（２）派遣労働者の賃金等の決定にあたり、

同種の業務に従事する派遣先の労働者と

の均衡を考慮 

（３）派遣料金と派遣労働者の賃金の差額

の派遣料金に占める割合（いわゆるマージ

ン率）などの情報公開を義務化 

（４）雇入れ等の際に、派遣労働者に対し

て、１人当たりの派遣料金の額を明示 

（５）労働者派遣契約の解除に際して、派

遣元および派遣先における派遣労働者の

新たな就業機会の確保、休業手当等の支払

いに要する費用負担等の措置を義務化 

 

◆違法派遣に対する迅速・適格な対処◆違法派遣に対する迅速・適格な対処◆違法派遣に対する迅速・適格な対処◆違法派遣に対する迅速・適格な対処    

（１）違法派遣の場合、派遣先が違法であ

ることを知りながら派遣労働者を受入れ

ている場合には、派遣先が派遣労働者に対

して労働契約を申し込んだものとみなす 

（２）処分逃れを防止するため労働者派遣

事業の許可等の欠格事由を整備する 

2012 年 

５月号 
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高額療養費の現物給付とは高額療養費の現物給付とは高額療養費の現物給付とは高額療養費の現物給付とは    

高額療養費は、原則として病院に高額の医

療費を支払った場合、一定の自己負担限度額

を超えた部分について請求により払い戻され

る制度です。これまで患者の負担軽減を図る

ため、入院の場合に限って「現物給付」とい

って窓口で自己負担限度額のみを支払えばよ

いことになっていました。 

それが、この４月以降は通院（外来診療）

にも適用されることになっています。このこ

とにより、患者の金銭負担は軽減されるとと

もに、請求モレ・請求忘れが減少するものと

思われます。 

高額療養費の仕組み高額療養費の仕組み高額療養費の仕組み高額療養費の仕組み    

高額療養費は、医療機関や薬局の窓口（医

科・歯科・入院・通院別で同一の医療機関）

で支払った一部負担金（入院時の食費や差額

ベッド代等は除く）が暦月で一定の額を超え

た場合に、その超えた金額を医療保険制度が

負担し、その金額を支給する制度です。 

この自己負担上限額は、年齢や所得によっ

て異なり、協会けんぽの場合では表のように

なっています。なお、組合健保の場合は組合

独自の付加給付と呼ばれる制度が設けられて

いる場合があり、その場合は、さらに低いも

のとなります。 

 

 

 

70707070 歳以上の場合歳以上の場合歳以上の場合歳以上の場合    1か月の自己負担上限額 
多数回該当の場合 

所得区分 外来（個人ごと）  

現役並み所得者 

(標準報酬月額 28万円以上） 
44,400円 

80,100円＋（医療費－

267,000円）×１％ 
44,400円 

一般所得者 12,000円 44,400円 

適用無し 
低所得者Ⅱ 

(市町村民税非課税者) 8,000円 
24,600円 

低所得者Ⅰ(所得のない人) 15,000円 
 

世帯合算制度世帯合算制度世帯合算制度世帯合算制度    

複数の受診や同じ世帯にいる他の方（同じ

医療保険に限る）の自己負担額を 1 か月単位

（暦月）で合算できます。但し、70 歳未満に

ついては 21,000 円以上の自己負担額のみが

合算されます。 

多数回該当制度多数回該当制度多数回該当制度多数回該当制度    

直近 12 か月間にすでに 3 回以上の高額療

養費の支給を受けている場合には、多数回該

当となり、その月の上限額がさらに引下げら

ます。 

 

70707070 歳未満の場合歳未満の場合歳未満の場合歳未満の場合    1か月の自己負担上限額 多数回該当の場合 

上位所得者 

(標準報酬月額 53万円以上) 
150,000円＋(医療費－500,000円)×１％ 83,400円 

一般所得者 80,100円＋(医療費－267,000円)×１％ 44,400円 

低所得者 

(市町村民税非課税者) 
35,400円 24,600円 
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    当社は、マンションや戸建ての建築を請け負っている会社です。先日、当社の建築

現場の内装工事を請け負っている下請Ａ社の従業員Ｂが作業中に転落して骨折し、休

業をすることになりました。すると、Ｂから当社に対して、災害補償をするように求

められました。当社はＢと労働契約を締結しているわけではないので、ＢはＡ社に請

求するべきであり、Ｂの請求に応ずる必要はないと思いますが、よろしいでしょうか。 

    

    

労働基準法では、災害補償を行うべき者は、

原則として、使用者としていますが（労基法

75 条）、建設事業にあっては、労基法 87 条

で例外的に元請事業者を使用者とみなすこと

を定めています。下請労働者の労災を下請事

業者に補償させるには文書の引受契約が必要

であり、労災保険を下請事業主に適用させる

には厚生労働大臣の認可が必要です。 

 

労働基準法の建設事業の労働基準法の建設事業の労働基準法の建設事業の労働基準法の建設事業の特例特例特例特例    

労働基準法では、災害補償を行うべき者は、

原則として、使用者としています（労基法 75

条以下参照）。しかし、貴社は、マンション等

の新築工事を請け負い、元方としてＡ社に内

装工事を下請に出しているとのことです。 

このような建設の事業の場合、労基法 87

条は、例外的に元請を使用者とみなすことを

定めており、また、「労働保険の保険料徴収に

関する法律」8 条においても、同様の趣旨の

規定がされています。 

下請会社の労働者を労災保険の対象から分

離するには一定の要件が必要であり、厚生労

働大臣の認可があったときのみとなります。 

 

建設の建設の建設の建設の請負事業請負事業請負事業請負事業はははは法律上法律上法律上法律上一括適用一括適用一括適用一括適用    

労災保険に係る保険関係が成立している建

設事業においては、下請負事業が元請負事業

に法律上当然に一括適用されます。その事業

を一つの事業とみなし、元請負事業主のみが

当該事業の事業主とされます。元請事業主は

下請の労働者を含めて当該事業に使用される

労働者について労災保険料の納付義務及び労

災事故の補償義務を負うことになります。 

 

下請事業の分離下請事業の分離下請事業の分離下請事業の分離    

下請事業のうち、下請事業の事業規模が労

働保険概算保険料の額で 160 万円以上又は

請負金額で 1 億 9 千万円以上であるときは、

元請人・下請負人共同申請で、厚生労働大臣

の認可を受けて下請事業を独自の事業主とし

て分離することができます。 

 

下請事業主の特別加入下請事業主の特別加入下請事業主の特別加入下請事業主の特別加入    

請負事業の一括適用において、元請会社の

労働者とみなされる者は下請会社の労働者の

みで、下請事業主は労働者ではありません。 

そのため、中小事業主が労災保険の適用を受

けるための特別加入制度があります。中小事

業主が労災保険に特別加入するには、労働保

険事務組合に労働保険事務処理を委託するこ

とができる者に限られています。 

当事務所では中小事業主等及び一人親方等

の特別加入手続きの取扱いも行っております

のでご利用ください。  
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●男性の育休取得者男性の育休取得者男性の育休取得者男性の育休取得者 2.632.632.632.63％、過去最高％、過去最高％、過去最高％、過去最高    

 厚生労働省が 4月 26日に公表した 2011年度

の雇用均等基本調査によると、男性の育児休業

取得者の割合は 2.63％で、前回調査（1.38％）

に比べ 1.25ポイント上昇し過去最高となった。

女性の取得率は 4.1ポイント上昇の 87.8％だっ

た。（4月 27日） 

 

●生活保護制度見直しへ生活保護制度見直しへ生活保護制度見直しへ生活保護制度見直しへ    

厚生労働省は、生活保護制度の見直しについ

て社会保障審議会で議論を始めることを明ら

かにした。今秋にも見直し案をまとめ、来年の

通常国会に改正案を提出する考え。増加し続け

る生活保護受給者の自立を促すとともに、医療

費抑制や不正受給対策を徹底する方針。（4月

26日） 

 

●総人口、前年比２５万９千人減総人口、前年比２５万９千人減総人口、前年比２５万９千人減総人口、前年比２５万９千人減    

 総務省は 4月 17日、2011年 10月１日現在

の人口推計を公表した。外国人を含む総人口は

１億 2,779万 9,000人で、前年に比べ 25万

9,000人(0.20％)減少した。日本人人口は 20万

2,000人減の１億 2,618万人だった。総人口に

占める 65歳以上人口の割合は 23.3％で、前年

より 0.3ポイント上昇した。 

 

●パワハラ認定で慰謝料／岡山のトマト銀行パワハラ認定で慰謝料／岡山のトマト銀行パワハラ認定で慰謝料／岡山のトマト銀行パワハラ認定で慰謝料／岡山のトマト銀行 

 トマト銀行（岡山市）の 50代の元行員がパ

ワハラにより退職を余儀なくされたとして、同

行と上司に損害賠償を求めた訴訟の判決で、岡

山地裁は、精神的苦痛を認め慰謝料など 110万

円の支払いを命じた。（4月 19日） 

 

 

●雇用助成金不正受給雇用助成金不正受給雇用助成金不正受給雇用助成金不正受給企業企業企業企業を公表を公表を公表を公表    

東京労働局は雇用調整助成金等を不正に受

給したことが確認された企業名を公表した。不

正受給額が 1千万円を超える会社は、(株)イン

ベース（1,857万円）、(株)陽成社（1,754万円）、

(株)平賀創建（1,343万円）、(株)東京・ビジネ

ス・ラボラトリー（1,323万円）、(株)テックス

（1,154万円）、(株)イデアソリューションズ

（1,131万円）。（4月 9日） 

 

●厚年保険料逃れの事業所の実名公表へ厚年保険料逃れの事業所の実名公表へ厚年保険料逃れの事業所の実名公表へ厚年保険料逃れの事業所の実名公表へ    

厚生労働省は、厚生年金の加入義務を怠って

いる事業所の収納対策をまとめた。指導に従わ

ない事業所は実名を公表し、告発も検討すると

している。保険料を支払わない事業所は 2011

年度で約 11万件あり、すべてを指導の対象と

し、３年以内に半数の事業所を加入させること

を目指すとしている。（4月 1日） 

 

●障害者雇用、改善見られない企業名公表障害者雇用、改善見られない企業名公表障害者雇用、改善見られない企業名公表障害者雇用、改善見られない企業名公表    

厚生労働省は 3月 30日、「障害者雇用促進法」

の規定に基づき、指導を繰り返したにもかかわ

らず障害者の雇用状況に改善が見られなかっ

た企業名を公表した。(株)ＲＡＪＡ、スカイマ

ーク(株)、(株)ホスピタリティの３社で、このう

ちＲＡＪＡは再公表。 

 

●韓国韓国韓国韓国、下請、下請、下請、下請派遣派遣派遣派遣労働者の直接雇用を認める労働者の直接雇用を認める労働者の直接雇用を認める労働者の直接雇用を認める 

韓国の大法院（最高裁判所）は 2 月 23 日、

現代自動車工場で２年以上働き、解雇された下

請企業労働者を実質的な派遣労働者と認定し、

派遣労働者保護法のみなし雇用規定に基づき、

現代自動車との直接雇用関係を認める最終的

な判決を下した。 

 


